
東大阪市子ども・子育て会議（第２３回）

会 議 次 第

平成２９年２月２７日(月) 
午前１０時００分から１２時００分

総合庁舎 １８階 研修室

１． 開会  

２． 議事  

（１）子ども・子育て支援事業計画の中間見直しについて【資料１】

 （２）幼保連携型認定こども園・小規模保育施設等について【資料２】

（３）公立の就学前教育・保育施設再編整備計画の進捗について【資料３】

その他

・特定教育・保育施設障害児入所認定審査部会について（報告）【資料４】

 ・子育て支援員について【資料５】

３．閉会



氏名

1 関西福祉大学社会福祉学部社会福祉学科准教授 井上　寿美

2 東大阪市立幼稚園長会幼保問題担当 大庭　悦子

3 東大阪労働組合総連合委員 甲斐　龍子

4 UAゼンセン万代ユニオン中央執行副委員長 櫛田　育子

5 大阪府立大学人間社会学部 関川　芳孝

6 東大阪市立小学校長会役員 園田　彦一

7 東大阪市私立幼稚園協会会長 竹村　明

8 保育所保護者 中泉　あゆみ

9 大阪人間科学大学社会福祉学部教授 中川　千恵美

10
東大阪市障がい児相談支援及び通所サービス等
施設連絡会長

中西　良介

11 小学校児童保護者 西濱　靖子

12 東大阪市ＰＴＡ協議会学校園委員会委員長 西村　祐治

子ども・子育て会議委員名簿（５０音順、敬称略）

13 東大阪市留守家庭児童育成クラブ協議会会長 原田　一平

14 御厨保育所所長 古川　玲子

15 東大阪市私立保育会会長 森田　信司

16 東大阪大学副学長 吉岡　眞知子
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配 布 資 料 一 覧

【資料１－１】 子ども・子育て支援事業計画の中間見直方針について

【資料１－２】 東大阪市子ども・子育て支援事業計画に関するアンケート

調査 調査票【就学前児童のいる世帯用】

【資料２－１】 子ども・子育て支援新制度移行の施設整備及び待機児童数等 

について

【資料２－２－①】 平成２９年度 新規認可施設一覧（認定こども園）

【資料２－２－②】 平成２９年度 新規認可施設一覧（民間保育施設）

【資料２－２－③】 平成２９年度 新規認可施設一覧（小規模保育施設）

【資料２－３－①】 各施設別利用定員数（平成２９年度）

【資料２－３－②】 各施設別利用定員数（平成２８年度）（参考）

【資料３－１】 平成２９年度新規開設施設一覧（公立認定こども園）

【資料３－２】 公立の就学前教育・保育施設再編整備計画の進捗状況について 

【資料４】 平成２８年度 特定教育・保育施設障害児入所認定審査部会

の報告について

【資料５】   子育て支援員養成研修について（実施報告）



子ども・子育て支援事業計画
の中間見直し方針について

資料１－１

第２３回子ども・子育て会議

の中間見直し方針について

平成２９年２月２７日
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平成２７年４月に施行された子ども・子育て支

援新制度により、子育て家庭や子どもの育ちを

めぐる環境の変化、また新たな市民のニーズに

１．東大阪市子ども・子育て支援事業計画について

めぐる環境の変化、また新たな市民のニーズに

十分に応えていくために、５年を１期とする子ど

も・子育て支援事業計画を策定し環境整備や支

援の充実に努めてきました。
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• 本事業計画は、平成２７年度から平成３１
年度までの５年間を計画期間と定めてお
り、中間年にあたる平成２９年度に事業計
画の見直しをすることとしています。

２．事業計画の中間見直しについて①

画の見直しをすることとしています。

• 中間見直しでは、事業計画の基本理念を
継承しながら、見直しを行います。

3

施策展開の基本的な考え方

・すべての子どもへの質の高い教育・保育の提供と子育て支援の充実

・待機児童の解消

・在宅での子育て支援の充実



２．事業計画の中間見直しについて②

中間見直しの重点項目として、就学前児童の
教育・保育の需要量を見直します。

中間見直しの考え方

・待機児童解消への取組として、平成３０年度以降の施設整
備計画を確認する必要があるため。

・公立の就学前教育・保育施設再編整備の基礎資料とする
ため。
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２．事業計画の中間見直しについて③
見直し手順のイメージ①

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①需要量 1,000 900 800 700 600
②現在の供給量
（計画策定当初の供
給量）

500 500 500 500 500

中間見直しの実施

アンケート調査
により比較

5

給量）

③必要見込み量
（②－①）

△500 △400 △300 △200 △100

④確保方策 100

アンケート調査
（ニーズ調査）

直近の供給
量に修正

不足分

３０年度 ３１年度

①需要量 700 600
②直近の供給量 600 600
③必要見込み量
（②－①）

△100 0

31年度の需要量を
比較した結果、乖
離がないため見直
しをしない。

見直し後



２．事業計画の中間見直しについて④
見直し手順のイメージ② 中間見直しの実施

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①需要量 1,000 900 800 700 600
②現在の供給量
（計画策定当初の供
給量）

500 500 500 500 500
アンケート調査

6

直近の供給
量に修正

不足分

３０年度 ３１年度

①需要量 1,000 900
②直近の供給量 600 600

③必要見込み量
（②－①）

△400 △300

確保方策の
見直し

見直し後

③必要見込み量
（②－①）

△500 △400 △300 △200 △100

④確保方策 100

により比較
31年度 300不足

アンケート調査
（ニーズ調査）



３．アンケート調査の対象者

計画策定時の
調査対象

今回の
調査予定

考え方

就学前児童のいる世
帯（０～５歳）

調査予定
アンケート調査により算出される各事業につ
いて需要量を算出します。

「留守家庭児童育成事業」の需要量を算出し
ていますが、市域全体としては必要見込み量

7

小学生のいる世帯
（６～１１歳）

調査しない

ていますが、市域全体としては必要見込み量
を満たしているため、小学生のいる世帯への
アンケート調査を実施しない。

なお、就学前児童のいる世帯へのアンケート
調査の中で、今後のニーズ量を把握し整備の
参考とする。

妊婦のいる世帯 調査しない

「乳幼児家庭全戸訪問事業」「妊婦検診」は、
すべての対象者に実施しており、改めて需要
量の算出が不要であるためアンケート調査を
実施しない。



○就学前児童の学校教育・保育

４．各事業とアンケート調査について①

①施設・事業名 ②提供区域 ③アンケート調査の実施
の有無

教育・保育施設
地域型保育事業

ニーズの把握等については
「中学校区」とし、整備にあ
たっては７リージョンを基準と
する。

有

提供区域・・・施設等の確保に向けた需給調整を検討するために、目安となる区

域（圏域）です。
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○地域子ども・子育て支援事業等

４．各事業とアンケート調査について②

①事業名 ②提供区域 ③アンケート調査
実施の有無

延長保育（時間外保育）事業 市域全体 有

留守家庭児童育成事業 小学校区 無

子育て短期支援事業（ショートステイ） 市域全体 無

地域子育て支援拠点事業 リージョン 有

一時預かり事業
幼稚園型・一般型

市域全体
有

病児保育事業 市域全体 有

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サ
ポート・センター事業）

市域全体 有
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４．各事業とアンケート調査について③

①事業名 ②提供区域 ③アンケート調査
実施の有無

乳幼児家庭全戸訪問事業 市域全体 無

養育支援訪問事業 市域全体 無

妊婦検診 市域全体 無

利用者支援事業 市域全体 無利用者支援事業 市域全体 無

実費徴収に係る補足給付を行う事業 市域全体 無

多様な主体が本制度に参入することを
促進するための事業

市域全体
無

夜間保育事業 市域全体 有

早朝の時間帯における保育 市域全体 有

休日保育事業 市域全体 有
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５．スケジュール案
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